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はじめに
　90年代以降のグローバリゼーションの進展という世界的潮流の中で、中国では労働組合（以下、工
会と略）をはじめとするさまざまな社会集団のいわば「社会諸集団の噴出」とでもいった状況が急速
に拡大してきた。それらは半政府機関としての中華全国総工会だけでなく、膨大な数に上るさまざま
な協会、財団、法人、及びそれらの支部組織・団体などの非政府組織（NGO）として、全国の省や県
レベルで認可を受けつつも、相対的に「自由」でかつ「自立的」な経済・社会活動を展開している。
　だが、これら団体・組織設立の背景に共通しているのは、仮に相対的な自立（自律）性と限定的自
由が諸社会集団に付与されつつ、中央政府の権力の一部が地方や民間の集団・組織へと緩やかに委譲
されることがあっても、政治的多元主義として扱われるような意思決定の機構を自己のうちに含む自
立した社会集団として国家に承認されたわけではけっしてないという事実であろう。むしろそれは
「上から」与えられた政策的要請と所与の社会的機能を、国家構成組織の一部として、より現実に近い
領域でよりよく果たすという色合いが濃く、したがって「市民社会」の勃興というよりは、むしろ社
会集団に対する国家側からのコーポラティズム的再編成としての意味合いが強いといえる1。主要な
社会集団の一つである労働組合の政治的機能についても同様であり、したがって中国の労働運動、あ
るいは労使関係の展開を分析する際にも、市民社会アプローチよりコーポラティズム・アプローチを
採用する方がより有意性（relevancy）があると思われる2。
　ここでは国家と社会との関係性の分析をめぐってコーポラティズムという準拠枠組みを用いつつ、
その制度的布置の現状、1990年代以降の工会運動の変遷、労働法制の整備過程、それらに基づく工会
の自立性＝自律性の度合いの現状について考察するとともに、今後の工会・労働運動の可能性につい
て検討する。その際、筆者を含む日中の研究者らが2004年3月～2006年6月、中国各都市で基層工会
主席に対して行ったアンケート調査とその結果のデータも参照することとする。
☆商学部教授
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1、コーポラティズムと社会集団の自立性＝自律性との関係
　そもそも、現代政治学の領域では主にヨーロッパにおける戦前・戦中のファシズムの勃興とその展
開過程をめぐり、国家と社会の関係性における社会集団の役割とその周辺の制度的布置を分析する際
に用いられてきたコーポラティズムという分析枠組みが、なぜ現代中国の労働社会の分析にも適用可
能であり、かつ有効なのであろうか。それは1980年代以降における改革開放政策の全面展開の過程に
おいて、労働組合を含むあらゆる社会団体・組織が、国家機構の一部として、はじめからその制度的
枠組みに編入されており、国家による許認可制の下でのみ存立してきたからである。社会主義市場経
済という名の経済政策上のネオ・リベラリズムは、計画経済の経済空間を大幅に縮小させ、国家から
相対的に独立した社会的領域を増大させたことによって、非公有及び私営企業、NGO・NPOといった
新たな社会集団を急激に成長させていった。ここでとりわけ工会に注目するのは、80年代の民主化運
動の世界的展開とそのうねりの中で、ポーランドの自主労組の結成が東欧・旧ソ連における社会主義
体制崩壊の直接・間接の引き金になったことと密接に関連している。すなわち、このポーランドでの
シナリオからも明らかなように、政治的民主化と安定的経済成長を効果的に維持できるか否かを制度
的に保障する上で、労働者集団の果たすべき政治的役割がきわめて重要なポイントになってきたので
ある。
　だが、仮に国家と労働者との関係性の総体が「一つの利益代表システム」（P．シュミッター）をなし、
「単一性、義務的加入、非競争性、階級的秩序、そして職能別の分化といった属性を持つ、一定数のカ
テゴリーに組織されており、国家によって（創設されるのではないとしても）許可され承認され、さ
らに自己の指導者の選出や要求や支持の表明に対する一定の統制を認めることと交換に、個々のカテ
ゴリー内での協議相手としての独占的代表権を与えられる」としても、ここで問われるべきなのは、
現在のそれが「自律的で国家へ浸透していく型」としての社会コーポラティズム（societal　corpora－
tism）なのか、それとも「依存的で国家に浸透される」協調形態である国家コーポラティズム（state
corporatism）なのか、あるいはそのいずれでもなく、これら両概念の問のどこかに位置づけられる中
間的なものなのか、ということであろう3。
　ところで、こうした工会をはじめとする社会的諸集団を分析する枠組としてコーポラティズム概念
を用いる最大の理由は、中国の企業、組織、団体といった具体的職場のあり方の特殊性にある。A・
ウォルダーが指摘したように、そもそも中国における企業とは国家と社会との間に成立する「政治的
連合」（political　coalition）、あるいは「政治社会的共同体」（socio－political　community）なのであり、こ
こで企業長とは経済的企業体の管理責任者であるばかりでなく、政治社会的共同体の指導者としても
立ち現れていた4。中国の企業指導体制の現実がこうした党二国家による企業指導体制との親和的関
係を前提にしていたとするならば、80年代後半から顕著になった中国社会をめぐるコーポラティズム
論や労使関係論は、もともと権力の概念を抜きにしては存立しえなかったといえる5。さらに、企業
の統治システムが政企混在により外部化しているがゆえに、企業指導体制が「国家；企業」、「社会＝工
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場」という空間的アナロジーによる政府との外部関係として論じられてきたのも、ある意味で正当な
手続き基づくことであった6。つまり、ここで企業長は、経済的企業体の管理責任者としてだけでな
く、政治社会的共同体の指導者として、他方それを「下から」支える労働者代表大会は、自主的管理
を実施するための基本的形式として、それぞれ党の方針、政策と国家の法律、指令を遵守しつつ、党
委員会の指導下で職権を行使し、国家・企業・労働者という三者間の利害関係を調整するよう求めら
れたのである。
　しかも、この中国における労働界を形成する三者構成主義（tripartism）とは、よりマクロなレベル
では、中華人民共和国成立（1949年）以前にその起源が遡る政治協商会議という旧統一戦線の制度的
枠組みの中に「大衆組織」としての中華全国総工会＝労働者のナショナルセンターを位置付けつつ、
中国社会主義体制下における国家と労働者との関係論として理解することが可能であろう。
　筆者はかねてより、50年代の毛沢東時代を政治協商体制から党＝国家体制への移行期として、80年
代初頭の郡小平時代を政治協商体制の復活と党二国家体制の後退期として、80年代後期の趙紫陽時代
を党＝国家体制の否定と政治協商体制の全面強化期として、さらに90年代以降のポスト天安門事件の
時代を党＝国家体制の復活と弱体化した政治協商体制の暫定的定着期として、それぞれ大まかな時代
区分を試みてきた7。この党二国家体制と政治協商体制という中国社会主義国家体制における拮抗し
た二つの内的統治システムとの対比で見れば、現在の社会主義市場経済体制は、例えば1992年の工会
法が政治的に独立した工会による集団的交渉を保障するうえでの前提条件としての「結社の自由」
（ILO　87号条約）を承認していないことに象徴されるように、現在においても、工会をはじめとする社
会諸集団の国家権力からの独立を何ら法的に基礎付けてはいない。むしろ最高指導者が江沢民から胡
錦濤に移る中で基本的政治課題として受け継がれたのは、郡小平の「四つの基本原則」（社会主義の道、
人民民主独裁、共産党の指導、マルクス＝レーニン・毛沢東主義）を、江沢民の「三つの代表論」とし
て、国家と労働者との関係に対しても適用するということであった。とりわけ、私企業の経営者が「人
民の利益」を代表している限り、共産党内部で指導的役割を発揮しうるとしたその「代表論」は、か
つての社会主義＝労農国家という理解をもはや完全に不可能にし、社会主義という政治体制そのもの
がはらんだ根源的矛盾へと転化してしまったようにすら見える。
2、コーボラティズムと工会（あるいは労働）運動の現在
　1989年の天安門事件以降、経済発展と政治的統制という2つの二律背反的両天秤の狭間にあって、
当然のことながら、第一義的には後者が選択された。だが、大変興味深いことに、ここではそうした
政治的統制の一方で、労働分野における政・労による連合会議制度と民主的対話制度が確立され、党
二国家による指導の下、工会を媒介とする労働者による経営への参与、監督に新しいルートが切り開
かれていった。このことは当時、天安門事件でピークに達した社会的矛盾の調和、政府と労働者大衆
との関係の緊密化に役立ち、政府機関と工会組織がさらに労働者大衆に奉仕し、社会的安定と団結に
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導くものと評価された。1989年7月の全国総工会第11期第3回主席団拡大会議で、中央の指導者らは
この「対話制度」を支持し、国務院と全国総工会がこの制度を確立したことにも賛同した。
　さらに、「中華人民共和国労働法」の施行（1995年）以来、労働契約、労働協約制度、労働基準、労
働紛争処理体制、労働者の権利保障監察制度といった一連の労働関連諸制度が整備されていく。第15
回党大会（1997年9月）では、国有経済の縮小と再編成とともに、多様な所有制経済の承認と非国有経
済に対して積極的な位置付けがなされ、その後さらなる国有企業改革の進展にともない、人員削減に
よる利益増が進んでいった。これによって、多くの労働者が失業し、デモや陳情、ストライキなど、
労働者集団による騒擾事案が急増したが、その傾向は2001年のWTO（世界貿易機関）加盟後の構造
調整を経てもなおも増大し続けた。農民工を主に雇用している非国有企業では、労働法が有効に適用
されず、労使間の紛争は日増しに激化し、ストライキに発展するケースも多く見られた8。たとえば、
2002年上半期において、全国で100人以上の企業労働者・職員及び退職者による騒擾事案は同期比53％
増の280件にのぼり、事案関係者は16万2，000人と、前年同期の2．6倍となった。そのうち、1，000人以
上の集団による労働事案が39件で、前年同期の3．9倍、事案の当事者は10万2，000人と、前年同期の4．4
倍となった。2003年における下歯（レイオフ）労働者、及び定年退職者集団による労働事案への参加
者は144万人と、全国の各種集団による労働事案への参加者総数の46．9％を占め、トップとなった。国
有企業に比べるとストライキが発生しやすく、賃金の未払い、低賃金、あるいは劣悪な労働条件に対
する抗議が頻繁に行われているというのが非公有制企業の特徴である。2004年10月、深馴市の香港出
資企業、美芝海燕電子工場では4，000人の労働者が道路封鎖によるストライキを打ち、賃金待遇の低さ
に抗議した。この他にも、タクシー運転手によって次々と繰り返される各地のストライキは、その抗
議の矛先が政府の主管担当部門の関連産業政策に向けられるだけではなく、一部地方でスト中の運転
手は、さらに呼びかけに応えずに通常営業を行ったタクシー運転手に対してすら破壊活動を行い、集
団的行動の一致という社会的効果を狙うまでに変化している9。
　以上のように、2000年以降、中国の労働者集団による労働事案は急激な増加傾向を示すとともに、
すでに社会経済の協調的発展（「和譜社会」の建設）に悪影響を及ぼしかねない重大問題として、大き
な社会不安をもたらしてきた。たしかに、こうした一部の労働者集団による抗議行動は、国家コーポ
ラティズムという枠組を遥かに超えて、底辺労働者による「下から」のイニシアティブを可能にする
市民社会の形成に向けた具体的傾向の表れと見られなくもない。しかしながら、ここで重要なのは、
こうした一連の激しいストライキ行為が、コーポラティズムによる「独占的代表権」の与えられてい
ない底辺労働者による「自発的」選択であるとはいえ、工会（総工会）によって組織されたストライ
キがほとんど皆無であったという事実であろう。つまり、こうした一部の未組織労働者による「下か
ら」の示威行動とは、ポスト天安門事件期に再構築された国家コーポラティズムという政治社会の中
心にある制度的枠組みの「外部」で起きてきたのであって、こうした動きを市民社会形成のプロセス
にあるとみなすにはいささか無理があるということである。
　だが、中国の労働社会では2010年春、これまで長年停滞してきた官製労働組合運動の性格を大きく
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塗り変えるかもしれないできごとが相次いだ。とりわけ、中国広東省仏山市のトヨタ部品工場では
2010年5月17日、大規模なストライキが発生し、1800名余りの従業員が参加している。これは単なる
「山猫ストライキ」として行使されたものではなく、官製労働組合（以下、工会と略）が工場内に存在
するものの、この工会の改組を求めるというプロセスで繰り広げられた「合法的」労働運動であった。
この意味で、これまでの旧「社会主義」体制下での伝統的「工会運動」とは性格を大きく異にしてい
る。ホンダの労働争議のうねりは、その後、現代自動車（韓国）の下請けである北京星宇車科技へ波
及し、またクライスラー社（米国）と資本提携している北京ジープの関連会社にも飛び火していく。
中国国内のメディアでは7月までに、ストライキに関するニュースの報道管制が敷かれたものの、賃
上げ要求の波は、やがて沿岸部だけでなく、さらに低賃金である内陸部へも広がっていった10。
　2010年春の一連のストライキについては、いくつかの理由があると見られている。第一に、2008年
1月、「労働契約法」が施行されたことである。同法は、10年目かつ連続2回以上の労働契約更新から
は「無期雇用契約」とするなど、従来、低賃金と過酷な労働条件を受け入れざるを得なかった短期雇
用労働者に対して、その権益を一定範囲で保護し、労働者としての権利意識の向上を大きく促すこと
に寄与した。第二に、昨今の急激な物価の上昇である。2010年5月の消費者物価指数は、前年同月に
比べ3．1％上昇し、特に日常生活と密接に関わる食品、日用品などの価格高騰により、とりわけ低所得
層の生活を直撃した。第三に、これまでの農村から都市への労働力移動の圧力が、ここにきてにわか
に逓減しつつあることである。急速な経済発展農村に伴う都市化の進展により、労働人口が少なから
ず減少したことに加え、これまで2億ともいわれていた農村での余剰労働力の存在も、徐々に減少し
つつある。日本でも60年代、農村の余剰労働力の枯渇が契機となり、賃金が上昇しはじめているが、
これと同様に、中国においても農村の労働力が減少し、都市における労働力の供給が停滞するという
ターニングポイントに近づきつつある。中国では1980年に一人っ子政策を導入して以来、若年層の人
口も大幅に減少してきた。これまで中国では、人件費の安く、かつ豊富な農村出身の労働者（農民工）
の都市部への移動によって、廉価で高品質な製品の生産が可能となり、それらの輸出によって経済成
長が促されてきたものの、この基本的構図にも少なからぬ変化が見えはじめているのである。
　さらに、マクロレベルでいえば、市場経済の急激な発展によってもたらされた雇用形態に大きな変
化が見られることだ。いわゆる「非正規雇用」は、すでに中国においても広範な安定雇用を補足する
ものとして急速な拡大を遂げており、雇用吸収の重要な手段となってきている。現在、中国において
非正規労働に従事する労働者のほとんどは、都市の農民工、下醐（レイオフ）労働者、失業者、企業
の余剰人員といった労働者集団であり、労働者としての分類の中でもとりわけ弱い社会集団となって
いる。こうした非正規労働の最大の特徴である「低賃金と不安定雇用」をもたらしているのが、「底辺
への競争」（race　to　the　bottom）という労働市場における資本の論理であり、今回のホンダをはじめと
する日系企業など現地工場での労働者による一連の労働争議を呼び起こしているのも、こうした不安
定雇用の増大であると見られる。
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3、「伝達紐帯」としての工会をめぐる労働法制の現状と課題
　こうしたホンダのストライキに象徴される一連の労使紛争の発生については、上述した間接的、か
つ客観的な諸要因だけでなく、さらに本質的かつ、制度的な問題が未解決なままで残されている。す
なわち、グローバリゼーションの進展とともに急速に発展した「自由な」市場経済システムとは裏腹
に、中国における労働組合とは、「共産党と労働者との間の伝達紐帯」（レーニン）として、生産性向
上を目指した「上から」の労働の組織化、政治統合、及び経済発展の実現と、「下から」の労働者によ
るよりよき労働条件、福利厚生等の権益実現するという、旧態依然たる法的・政治的位置づけがなさ
れているという事実である。このことが工会の自立（自律）性をめぐる可能性と限界に及ぼしている
影響力は、甚大である。
　こうした「伝達紐帯」としての工会を制度化しているのが、さまざまな労働法制である。現行の「中
国工会規約」（中華全国総工会）では、「中国工会は中国共産党の指導する労働者が自ら結成する労働
者階級の大衆組織であり、党が労働者と連携する際の橋梁、紐帯、国家政権の重要な支柱であり、会
員と労働者の利益の代表である」と定められている。この基本理念は、最初の労働組合法であった50
年工会法、それを廃棄して施行された1992年工会法、さらに現行法である2001年の同改正法でも、多
かれ少なかれ貫かれてきた。
　例えば、総工会を唯一の合法的労組であると確認する1992年の工会法は、工会が「憲法に依拠し、
独立自主的に活動を繰り広げる」（第4条）としつつも、「国家の主人公」としての役割を発揮し、「国
家、経済、文化諸事業の管理に参加する」ことで「政府の活動に協力し、工農連合を基礎とする民主
的独裁による社会主義政権を擁護する」（第5条）という党＝国家への義務を定めている。さらに、労
使関係を取り巻く中国経済社会の多元化、市場経済の構造的変化が進む中で制定された改正工会法
（2001年）は、50年法、92年法と同様に、「工会は労働者が自発的に結合した階級的大衆組織である」
（第2条）と規定したが、「中華全国総工会およびその各工会組織は、労働者の利益を代表し、法に基
づき労働者の合法的権益を守る」（同）との項目を付け加えた。
　この2001年改正法では、とりわけ「工会主席」、「基層工会委員会」の諸規定が新たに盛り込まれた
ことが注目に値する。たとえば、「従業員200人以上の企業、事業所の工会には専従の主席をおくこと
ができ、専従者の数は工会と企業、事業所が協議して決める」（第13条）とし、「基層工会委員会の任
期を1期3年または5年とする」（第15条）、「基層工会委員会葉定期的に会員全員大会もしくは代表大
会を開催し、工会活動の重要問題を討議・決定することとする」（第16条）、「工会主席、副主席を罷免
する場合には、必ず会員全員大会もしくは代表大会を召集し、討議の上決定しなければならない」（第
17条）などが新たに規定された。
　また「工会の権利と義務」（第3章）でも、新・旧条文の違いが明らかになっている。工会の労働協
約締結をめぐる諸規定（旧第18条）には、「工会が労働協約を締結する際、上級の工会は支持と援助を
与えなければならない。企業側が労働協約に違反し、労働者の権益を侵害した際に、工会は法に基づ
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いて企業の責任を追及することができる」（第20条）などとする新規定が挿入された。さらに従業員権
益の侵犯に関する規定（旧第21条）については、とりわけ賃金のピンハネ、労働安全衛生、労働時間、
女性・未成年従業員に対する不法行為に対する企業・事業所に対する改善措置要求、人民法院に対す
る提訴権などについて新たに定めた（第22条）。また「企業に操業停止、サボタージュなどの事件が発
生した場合、工会は企業当局もしくは関係方面とともに、従業員から提起された解決可能で合理的な
要求について、これを解決するために協議し、生産秩序の早急な回復に努めなければならない」（第25
条）としていた同様の規定に加えて、さらに「従業員の合理的な要求に対しては、企業、事業単位は
これを解決しなければならず、工会は企業、事業単位と協力して問題解決に努力し、できるだけ早く
生産回復と仕事の秩序の回復に努めなければならない」（第27条）と規定された。さらに、各級の人民
政府の工会に対する役割（二行政措置の通知と工会を通じた労働者の要求の解決）について規定した
旧第29条は、「同級の工会と企業側代表と共同して労働関係3者協議メカニズムを設け、労働関係面で
の重要問題の解決に向けた研究検討を共同で行わなければならない」（第34条）とする項目が追加され、
同条文へと統合された。
　同じように、新・旧法の相違が顕著になっているのが、「基層工会組織」（第4章）である。その最
大の相違点として挙げられるのが、非公有制部門への工会活動の拡大であろう。すなわち、92年工会
法では、労働者代表大会制度（国有企業）、あるいはその他の形式の民主的管理制度（集団企業）の設
立を義務付けるのみであったが（第35条、及び36条）、改正法では、その他の所有形態の企業、事業所
についても、「工会委員会は、法的規定に基づいて従業員を組織し、当該企業、事業所に適合した形式
を採用し、企業、事業所での民主的管理に参与する」（第37条）と規定され、それまで国有企業と集団
制企業に限られていた労働者代表大会制度の設立義務が、非公有部門にまで拡大されることとなった。
同じように、92年法で「全人民所有制企業の管理委員会には工会代表を参加させなければならない」
（第32条）とされていた規定も、「企業、事業所が経営の管理や発展についての重要問題を検討するに
際しては、工会の意見を聴取しなければならない」（第38条）と修正され、すべての部門の企業へと適
用範囲が拡大されている11。例えば、2010年の一連のストライキをめぐり、「私企業」としてのホンダ
において、本来、法的には工会へと組織されるべき未組織従業員の意見を使用者側が「聴取」せねば
ならなかったのも、これら工会代表の「適用範囲」の拡大をめぐる諸条項、及び「従業員の合理的な
要求に対しては、企業、事業単位はこれを解決しなければならず、工会は企業、事業単位と協力して
問題解決に努力し、できるだけ早く生産回復と仕事の秩序の回復に努めなければならない」（第27条）
とする「工会の権利」についての法理ゆえにであった。
4、現代中国における工会の自立（自律）性に関する調査とその結果をめぐる分析
　既述のホンダでのストライキのケースが示したように、工会をめぐる現在の状況とは、独立した社
会集団としての自立性＝自律性を高めているとはいいがたく、真の意味で「自主的に結成した労働者
一181一
50　　2口　2012　3
階級の大衆組織」（中国工会規約）足り得ているのかどうか、多くの疑問を残している。
　中国労働関係学院及び筆者を含めた日本の研究者チームが、上海、北京、遼寧、漸江、広東、甘粛
それぞれの計1，811箇所に及ぶ企業の基層工会の幹部に対して行ったアンケート調査でも、そのこと
が如実に裏付けられた形となっている。
　この調査は、中華全国総工会傘下の幹部学校である中国労働関係学院（北京）の李徳斉院長以下、
喬健、傅麟、游正林の諸氏（同学院研究員）がカウンターパートとなり、菱田雅晴（法政大学）、小嶋
華津子（筑波大学）の両氏と筆者によって、遼寧省（226）、北京市（223）、上海市（400）、漸江省（309）、
広東省（425）、甘粛省（189）、河南省（22）における計1811（うち無回答1）のアンケート調査・共
同研究として実施された12。
　たしかに、1980年代における改革開放政策の進展とともに実施されてきた工会の改革は、1989年の
天安門事件によって一度は深刻な後退を見たものの、その後も比較的に漸進的なペースで継続されて
きたといってよい。そのことの具体例として、工会主席を民主的な選挙によって選出するという制度
が、基本的にはほぼ全国的に確立されてきたことが挙げられる。だが、中国では多くの場合がそうで
あるように、制度的に権利として保障されたことと、実際に行われたこととの間には、少なからぬ
ギャップが認められる。
　例えば、「組織による任命」によって工会主席に就任したケースは、所有制の違いにかかわらず、現
在でもかなり多くの企業で見られている。このうち、国有・国有株式主体企業では、24．5％が「単位
党組織による任命」、3．2％が「単位行政組織による任命」、7．4％が「上級工会による任命」と答えて
おり、あわせて35．1％が党＝国家、及び半政府国家機関である中華全国総工会の上部団体によってコ
ントロールされていることを示唆している。意外なところでは、工会の自立性が最も高いと思われが
図1　Q4：「組織による任命」により工会主席に就任した場合の任命元の内訳（所有形態別）
　　　　　　　　　　A：単位党組織による任命　　　　　D：一期前の基層委員会による任命
　　　　　　　　　　B：単位行政組織による任命　　　　E：その他の組織による任命
　　　　　　　　　　C：上級工会による任命　　　　　　F：NAおよび任命以外
　　　　　　　　　　　　　A　　　　　B　C　D　E　　　　　　　　　　　F
国有・国有株式主体企業
外資企業
香港・マカオ・台湾投資企業
株式合作制企業
私営企業
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0
　　　　　　　　　0％　　　　　　　　　　20％　　　　　　　　　　40％　　　　　　　　　　60％　　　　　　　　　　80％　　　　　　　　　　100％
（出所：小嶋華津子「中国におけるコーポラティズムの行方」、菱田雅晴編『中国一基層からのガバナンス』
法政大学出版局、2010年所収、52頁。）
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図2　Q7：「民主選挙あるいは「公開選抜試験」を経て工会主席に就任した場合、選挙・試験に参加
した理由の内訳（所有形態別）
国有・国有株式主体企業
外資企業
香港・マカオ・台湾投資企業
株式合作制企業
私営企業
A：単位党組織の推進　　　　　　　E：一般の工会会員あるいは工会小組の推進
B：単位行政組織の推進　　　　　　F：その他
C：車間（科室）工会工作人員の推進　G：NAおよび民主選挙・公開競争選抜以外
D：自己推薦
　　　　　A　　　　　　　BCD　　E　F　　　　　　　G
0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％
（出所：図1に同じ〉
ちな外資系企業でも、18．8％が「単位党組織による任命」、3，1％が「単位行政組織による任命」、15．6％
が「上級工会による任命」と答えており、香港・マカオ・台湾投資企業、株式合作企業、私営企業よ
りも高い数値を示していることは、たいへん興味深い（図1参照）。
　また、「民主選挙あるいは『公開選抜試験』を経て工会主席に就任した場合、選挙・試験に参加した
理由」についての問いに対して、国有・国有株式主体企業における最大多数である35．1％が「単位党
組織の推薦」、4．8％が「単位行政組織の推薦」と回答しており、合わせてほぼ40％のケースで党と国
家によってコントロールされ、工会の自立性の指標となる「自己推薦」、及び「一般の工会会員、ある
いは同小組の推薦」という純粋に「下から」選出されたケースは、わずか13．2％にすぎなかった。株
式合作制企業でも、やはり最も多い46，4％のケースが「単位党組織、あるいは単位行政組織の推薦」
であり、「自己推薦」、及び「一般の工会会員、あるいは同小組の推薦」は、18．2％を占めるのみであっ
た。これに対して、外資系企業では、最も多い28．1％が、私営企業では同じく最大の24．6％が「一般
の工会会員あるいは同小組の推薦」と答えており、国有制・株式合作制企業と比較すると、より自立
（＝自律）的であることを伺わせている（図2参照）。
　さらに、「工会主席に就任する前の職務について」の問いに対して、最も多い36．4％が「中層幹部（主
任・科級・処級）」と答え、次に多かった15．8％が「党委員会書記」、さらに11．7％が企業の長（「工場
長・経理」）であったと答えている。また工会主席に就任した経緯についても、最も多い47．3％が「組
織の推薦後、労働者代表大会の選挙による」とし、次に多い21．6％が「組織による任命」と答え、「公
開競争選抜後の選挙による」としたのはわずか2．3％にすぎない。しかも、この推薦した上部の「組織」
とは、最大多数の22．9％が依然として「単位党組織」であり、次に7．7％が「上級工会」と続いている
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国有・国有株式主体企業
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香港・マカオ・台湾投資企業
株式合作制企業
私営企業
図3　Q2：工会主席就任前の職務（所有形態別）
A；中層幹部　　　　　　　　　　　D：職工
B：工場長・経理　　　　　　　　　E：職工
C：党委員会書記　　　　　　　　F：NA
　　　　　A　　　　　　　　　B　　　　　C　　　D　　　E F
　　　　　　　　　0％
（出所；図2に同じ。55頁。）
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（図3参照）。
　このように、工会活動の背後には、依然として党＝国家の存在が見え隠れしているだけでなく、企
業の長は、既述のように経済的企業体の管理責任者と政治社会的共同体の指導者を兼ね備えている。
それだけでなく、きわめて興味深いことには、まさに2010年のホンダのケースがそうであったように、
企業の管理責任者が本来利害が対立するはずの工会の指導者としてすら立ち現れているのである。例
えば、前述したホンダにも既成の工会（総工会）は存在していたものの、その代表とは人事管理課の
副課長であり、けっして労働者を代表するものではなかった。したがって現在、工会が一体どこまで
労働者による「自発的選択」として組織され、労働者による「下から」の権益をどこまで擁護し、拡
大しているのかについて、はなはだ疑問が残るといわざるを得ない。
おわりに
　昨今の労働運動は、明らかに半政府機関として機能してきた中華全国総工会のもつ制度的枠組みそ
のものを揺るがし始めている。とりわけ、2010年春のホンダなど日本企業での一連のストライキでは、
労働者の動きが公安当局によって逐次監視され、中央宣伝部による報道統制が敷かれるまでに至って
おり、既存の制度的枠組みの「外側」で起きていたことが伺える。前述のように、既存の工会が従業
員の権益の保護・拡大に本来の役割をまったく果たしていないがゆえに、労働者らはこの改組を要求
する中で暫定的に新たな代表を選び出し、「工会運動」としてではなく、「労働運動」として直接、使
用者側と交渉していた。つまり、これは既存の制度的枠組みの「外側」で生じつつも、「内側」の法理
を逆手に取って展開された「合法的」運動であったということになる。しかも、今回の運動で中心的
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な役割を担っていたのは、理想の人生を描き、権利意識に目覚めた「80後（80年代以降）」世代であり、
こうした若い労働者たちは既成の制度的枠組みに納められることにはっきりと「ノー」をいいはじめ
たのである。
　たしかに、中華全国総工会は既述のように、農民工の組織化への「自立的な」第一歩を踏み出して
いたが、それが国家コーポラティズムの下で「組織された」都市労働者の権益擁護に役立ったとして
も、そこからは疎外された社会的弱者である失業者、下商労働者、底辺層農民工といった未組織労働
者に対してはほとんど無力であるばかりか、むしろ逆に「組織された」都市労働者が守り、拡大すべ
き具体的権益と彼らのそれとを根本的に対立させる結果すらもたらしてきた。このように、「組織さ
れた」都市の労働者が党＝国家や政府当局による「一定の統制」に服する見返りとして、中華全国総工
会の傘の下で「独占的代表権」を与えられたのに対し、圧倒的多数の未組織農民工や失業者らは、コー
ポラティズムという国家と社会との問の利害交換システムそのものの外部にあって、工会への編入に
よって得られる「特権的な身分と所得」（A・リュー）からは完全に排除されてきたのである。
　だが、既述のホンダでの一連のストライキに見られるように、既成の価値観にとらわれない若者ら
による争議行動が今後とも繰り返されるならば、それが一つの運動形態として定着しつつ、労働者集
団の権益擁護のための新たな自立（自律）性を制度的に求める工会改革が惹起される可能性は十分あ
る。それだけに、今後とも労使関係の変化を注意深く見守る必要があるといえよう。
註
1　たとえば、Kin－man　Chan，　Haixiong　Qiuは、広州でおこなった実証研究に基づき、全体の71％の組
織における指導者が上部の監督機関からきているという「垂直のリンケージ」と、同じように60％
の組織の指導者が党＝国家の単位（タンウェイ）からきているという「横のリンケージ」が存在し、
地方における社会的諸集団内部における人事権を政府が握っているという事実を明らかにしてい
る。だが、多くの組織で外部としての党＝国家の単位が任命権を握っているにもかかわらず、論者
らは「構成員らが組織内に高級幹部がいることを国家に対する従属のサインとしてでなく、特権へ
のアクセスとしてみている」ことから、この両者の関係を干渉（intervention）でも編入（incorpora－
tion）でもない、結合（linkage）という中立的な言葉を充ており、国家と社会との間に広がる第3領域
における市民社会の発展の可能性として評価している（Kin－man　Chan，　Haixiong　Qiu，“Small
Government，　Big　Society：Social　Organizations　and　Civil　Society　in　China，”『シリーズ中国領域研究』
第8号、「現代中国の国家・社会関係：社会の自律性を問う」、1998年、文部省重点領域研究、41頁）。
　しかし、組織の自立度を左右する人事の任命権＝意思決定の根幹が外部にあるとすれば、その集団
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